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1．は　じ　め　に

近年，鉄道の立体交差化や駅改良事業などで都市部の鉄

道インフラ近接空間が急増している状況にあって，その活

用が注目されている。本研究の目的は，建築物の耐震安全

性を向上する免震機能と，鉄道振動や騒音を大幅に低減す

る防振機能を併せもつ天然ゴム系免震防振積層ゴム（以下

免震防振積層ゴム）の実用化を図り，これまで駅隣接建築

などで敬遠されてきた事務所，保育所，老健施設，病院，

ホテルなどの複合型建築物を実現し，周辺地域の利便性

向上や活気ある都市の発展に貢献することである。免震

防振積層ゴムを適用した建築物の構造形式としては，鉄

道の上下及び周辺の建物基礎もしくは中間層において免

震層を設ける一般的な免震建築形式を踏襲している（図1

参照）。本報では，免震防振積層ゴムに求められる目標性

能ならびに，目標性能の達成に向けた方策を，既開発の

直径800 mm，支承荷重1120 kNの免震防振積層ゴムを中

心に報告する1，2）。

2．基　本　構　造

一般的に鉄道インフラ近接空間を利用した建築物の室内

騒音は，空気を媒介して伝わる「空気伝搬音」，列車振動

が建物内部に伝わり壁や天井などを振動させて発生する

「固体伝搬音」の2つに分類される。空気伝搬音は建物の外

壁やサッシュなどの遮音性能を高めることで比較的容易に
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防止できる。

一方，固体伝搬音は，仕上げ材がスピーカーのコーンの

ような働きをして大きな騒音を放射する現象である。すな

わち，静粛な鉄道隣接建築を実現するためには固体伝搬音

を防ぐ防振性能の確保が大きな課題となる。静粛性を求め

る従来の高架下建築では，図2に示す浮き構造が多く用い

られている。しかしながら，居住空間や執務空間を確保す

るために十分な防振仕様の採用が難しい場合が多いことや

施工的な煩雑さなどの制約から，室内騒音性能の限界は一

般事務室レベルに留まっている。一方，これらの問題を解

決して鉄道高架下ホテルを実現した吊り免振工法も報告さ

れている3）。本報における免震防振積層ゴムを適用した建

築物では，吊り免振工法と同様に建物支承部で振動低減を

行う。従って，免震防振積層ゴムに求められる防振性能は，

吊り免振工法で実測された防振性能4）に準ずる鉛直方向の

固有振動数6～10 Hz以下を目標とした。図3は，鉛振直

方向の固有振動数が6 Hzで減衰が3％の免震防振積層ゴム

と，鉛振直方向の固有振動数が15 Hzで減衰が3％の一般

的な免震積層ゴムの鉛直方向の振動伝達率を比較した結果

である。

列車振動が卓越する60 Hzにおける振動伝達率におい

て，免震防振積層ゴムは一般的な免震積層ゴムの約6倍の

防振性能になる。免震性能については，支承荷重1120 kN

の2階建て建築で免震性能が発揮される周期1.5秒以上で，

水平方向の限界ひずみ400％以上（一般的な免震積層ゴム

と同等）を目標とした（表1参照）。
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3．免震防振積層ゴム開発の方策

これまでゴム支承は，一見して形が違う防振ゴムと免震

積層ゴムの2タイプに機能分化している（図4参照）。ゴム

の形状的な特徴として防振ゴムは，1次形状係数が3程度

以下で，層数1～2程度が一般的である。免震積層ゴムは，

1次形状係数が30程度以上，層数30前後，中間鋼板は4 mm

前後の薄いものが大半である。一方，使用面圧と1次形状

係数に着目すると，防振ゴムは1次形状係数が小さく低面

圧，免震積層ゴムは1次形状係数が大きく高面圧になる

（図5参照）。
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図1 免震防振積層ゴムを適用した建築イメージ

機　能
防振性能 免震性能

（鉛直剛性） （水平剛性）

微振動の低減 柔
防振ゴム

（機械・交通振動など）（f=5～10 Hz程度）
―

免震積層ゴム 地震応答の低減 硬（f=15 Hz以上） 柔

免震防振 上記2つの 柔：防振ゴム相当 柔：免震ゴム相当

積層ゴム 性能を両立 （f=6～10 Hz程度） （f=0.67 Hz以上）

表1 各ゴム支承性能と免震防振積層ゴムの目標性能
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すなわち，これまでの防振ゴムと免震積層ゴムでは，1次

形状係数，使用面圧，ゴム層数を相反する方向に開発する

ことで機能の違いを明確化していたため，両者の間に活

用されない領域が存在していた。免震性能と防振性能の

両立を目的とした本開発では，この領域の積極的な活用を

図った。

［具体的な方策］

防振性能については，目標値である鉛直方向の固有振動

数6～10 Hz以下を満足するため，1次形状係数を4～6程

度（ゴム1層あたり40～50 mm）の3層構造にすることで

鉛直方向の柔軟性を高めた。免震性能については，目標値

である水平方向の限界ひずみ400％以上を満足するため，

中間鋼板をゴム1層と同程度の40～50 mmと厚くし，曲

げ変形の抑制と局部的な応力集中の緩和を図った。また，

中間鋼板を厚くすることは，加硫成形時の熱分布を均一化

し，製品全体で均質かつ優れたゴム物性の確保に寄与する

と考えた。面圧については，積層ゴムの座屈荷重に対する

安全性の確保および，15～20％の圧縮ひずみを上限とす

る既往の防振ゴム設計法5）を踏まえ，基準面圧を2～ 5

N/mm2以上とした。ゴム材料については，鉄道振動など

の微小振幅に対するひずみ依存性による剛性増加を小さく

するため，カーボンブラックの少ない天然ゴムを採用した。

4．製　品　構　造

ゴム外径φ800 mm製品の詳細構造を表2および図6に

示す。また参考としてφ1100製品の構造を表2に示す。

5．基　本　特　性

基本特性の鉛直剛性，水平剛性の算出方法を図7，図8に

示す。また表3にφ800試験体の基本性能試験結果を，図9，

図 10に鉛直剛性，水平剛性測定時の荷重－変位関係を示

す。鉛直剛性および水平剛性はほぼ設計値通りの値を得た。

また，荷重－変位関係はほぼ線形であった。これらの静的

な剛性測定結果から算出した鉛直固有振動数および水平固

有周期は表3に示すように開発目標の範囲内であった。

項　目
免震防振積層ゴム 免震防振積層ゴム

ゴム外径φ800 mm ゴム外径φ1100 mm

ゴム材料G G=0.29 N/mm2 G=0.29 N/mm2

ゴム外径D（mm） φ800 φ1100

ゴム内径d（mm） φ80 φ80

ゴム層 41.9 mm×3層 46.4 mm×3層

ゴム総高さntr（mm） 125.7 139.2

1次形状係数S1 4.3 5.5

2次形状係数S2 6.4 7.9

中間鋼板 40 mm×2枚 45 mm×2枚

圧縮限界強度（N/mm2） 8.6 13.6

基準面圧σ0（N/mm2） 2.25 3.5

鉛直剛性（×103 kN/m） 173 474

水平剛性（×103 kN/m） 1.15 1.97

水平固有周期（sec） 2.0 2.6

表2 ゴム外径φ800 mm，φ1100 mm製品の詳細構造

項　目
設計値 試験結果

［開発目標］ No1 No2 No3

鉛直剛性（×103 kN/m） 173±20% 170（0.0%） 178（＋0.3%） 171（－0.1％）

水平剛性（×103 kN/m） 1.15±15% 1.17（＋0.2%）1.26（＋9.6%）1.17（＋0.2%）

鉛直固有振動数（Hz） ［6～10］ 6.1 6.3 6.2

水平固有周期（sec） ［1.5以上］ 2.0 1.9 2.0

表3 基本性能試験結果
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図6 φ800製品の詳細構造
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図9 鉛直荷重－鉛直変位関係（No.1）
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図10 水平荷重－水平変位関係（No.1）

・試験結果欄の（ ）内の数値は設計値偏差を示す。
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6．水平特性の依存性

せん断ひずみγ=±100%における水平剛性の面圧依存性
を図11に示す。横軸は各試験面圧σと基準面圧σ0の比率

を示し，縦軸は基準面圧σ0で測定された水平剛性に対す

る各試験面圧σにおける水平剛性の比率を示す。同様に基

準面圧σ0で測定した水平剛性のひずみ依存性を図12に示

す。横軸は各試験のせん断ひずみγを示し，縦軸は基準面
圧σ0におけるγ=±100%の水平剛性に対する各せん断ひ
ずみγでの水平剛性の比を示す。図中には表4に示すゴム

外径φ600 mmの免震積層ゴム（以下RB600）の結果を併

せて示している。φ800試験体の面圧による水平剛性の変

化率はRB600に比べ小さくなっている。このことから免

震防振積層ゴムの基準面圧σ0は，免震積層ゴムと比較し

て水平剛性に与える影響が少ない設定となっている。一方

ひずみ依存性はRB600とほぼ同等な傾向を示している。図

13はφ800試験体のγ=±100%における荷重－変位関係を
示す（荷重をオフセットして表示）。面圧σ=1.125～4.50

N/mm2ではほぼ線形な荷重－変位関係となり，圧縮限界

強度を超えるσ=9.0 N/mm2においても復元力を維持して

いることを確認した。図14はγ=±400%までの荷重－変
位関係を示す。φ800試験体はγ=300%程度までほぼ線形
な荷重－変位関係を有することを確認し，γ=400%におい
ても座屈・破断は認められなかった。

7．水平特性の限界性能

φ800試験体で実施した高面圧または高せん断ひずみで

の圧縮せん断試験では座屈および破断は発生しなかった。

今回の試験で実施した面圧－せん断ひずみの最大値の条件

を図 15に示す。横軸は水平変形量δをゴム外径Dで除し

た変形率，縦軸は試験面圧σを圧縮限界強度（以下σB）

で除した荷重載荷率を示す。なお式16）から算出したφ800

試験体のσBは8.6 N/mm
2である。図中にはRB600で実施

した高せん断ひずみ試験条件も併せて示した。免震積層ゴ
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図14 ひずみ依存性試験結果

項　目
免震防振用 免震用

φ800 φ520 RB600 RB500

ゴム材料G 天然ゴム　G=0.29 N/mm2

ゴム外径／内径（mm） 800/80 520/52 600/30 500/20

ゴム厚（mm）×層数 41.9×3 27.2×3 4.5×26 3.75×26

S1／S2 4.3/6.4 4.3/6.4 31.7/5.1 32.0/5.1

圧縮限界強度
8.6 8.6 49 49

σB（N/mm2）

基準面圧
2.25 2.25 10 10

σ0（N/mm2）

表4 比較試験体諸元
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ムの安定限界変形の下限値として図15の破線が提案されて

いる6）7）。

今回の評価で免震防振積層ゴムでも免震積層ゴムと同様

に安定限界変形の下限値を適用できることを確認した。

8．長期耐久性（クリープ特性）

免震積層ゴムには鉛直荷重を長期間支持する間に製品高

さの低下が進行するクリープ現象が発生する。φ520試験

体（表 4参照）を用いて基準面圧2.25 N/mm2下のクリー

プ試験を実施した。結果を図 16に示す。また比較のため

RB500（表4参照）の面圧12.5 N/mm2での試験結果も併せ

て示す。φ520試験体のクリープ変位はRB500に比べ若干

変動が大きいものの顕著な差が無いことを確認した。

8（1+2kS1 
2G / Eb） 

 

k

k：ゴムの硬度に応じた補正係数　Eb：体積弾性係数（N/mm2）　 

D－d
σB=ζ・G・S1・S2

ζ=π 4tr

S1= D
ntr

S2=
（式1）6） 
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図16 クリープ試験結果

ま　と　め

免震防振積層ゴムの適用対象建物，製品構造および製品

特性について実験結果を交え紹介した。

免震防振積層ゴムは地震対策，振動対策に有効な免震部

材であり，今後より多くの免震建物へ採用されることを期

待する。
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